
平成１９年度

管理業務主任者試験問題

平成１９年１２月２日

次の注意事項をよく読んでから、始めてください。

（注意）

１ これは試験問題です。問題は、１ページから２８ページまで５０問です。

２ 試験の開始の合図と同時に、問題のページ数を確認してください。もし落丁や乱

丁があった場合は、ただちに試験監督員に申し出てください。

３ 解答は、別紙の解答用紙に記入してください。

４ 答は、各問題とも１つだけです。２つ以上の解答をしたもの、判読が困難なもの

は、正解としません。

解答は、解答用紙の注意事項をよく読み、所定の要領で記入してください。

５ 問題中の法令等に関する部分は、平成１９年４月１日現在施行されている規定に基

づいて出題されています。



【問 １】 契約に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。

１ 双務契約の当事者の一方は、相手方の債務が弁済期にあるときは、相手方がその債

務の履行を提供するまでは、自己の債務の履行を拒むことができる。

２ 一定の役務の提供に対して報酬が与えられることが約された契約において、当事者

双方の責めに帰することができない事由によって役務の提供ができなくなったときで

も、報酬債権は消滅しない。

３ 当事者の一方がその債務を履行期に履行しない場合において、相手方は、履行の催

告をすることなしに直ちに契約の解除をすることができる。

４ 当事者の一方がその債務を履行しない場合において、相手方が解除権を行使したと

きには、損害賠償の請求をすることはできない。

【問 ２】 次のアからエの各事項について、下記のＡからＤの契約から該当するもの

を選択した場合に、民法の規定によれば、最も適切な組合せはどれか。

ア 区分所有者が、自己が区分所有する専有部分を担保に供して、金融機関から融資

を受けること。

イ 弁護士が、管理組合から共用部分の瑕疵に対する責任追及についての相談に応じ

ること。

ウ マンション管理業者が、管理組合から委託を受けて管理規約の原本等の図書を保

管すること。

エ 数人の区分所有者が、各自資金を拠出して自然保護のための啓蒙活動を行うこと

を約すること。

Ａ 寄託

Ｂ 請負

Ｃ 委任

Ｄ 組合

１ アとＡ

２ イとＢ

３ ウとＣ

４ エとＤ

１



【問 ３】 Ａが区分所有しているマンション（マンションの管理の適正化の推進に関

する法律（平成１２年法律第１４９号。以下「マンション管理適正化法」という。）第２

条第１号に規定するものをいう。以下同じ。）の専有部分（以下本問において「本

件専有部分」という。）をＢに無償で貸した場合に関する次の記述のうち、民法の

規定によれば、正しいものはどれか。

１ Ｂが死亡したときは、Ｂの相続人は、本件専有部分を明け渡さなければならない。

２ 本件専有部分についての通常の必要費は、Ａが負担する。

３ 本件専有部分の瑕疵について、Ａは、賃貸人と同じく担保責任を負う。

４ 契約で返還の時期を定めた場合でも、Ａは、Ｂに対し、自己が使用する必要がある

ときには、いつでも本件専有部分の明渡しを請求することができる。

【問 ４】 Ａが区分所有しているマンションの専有部分（以下本問において「本件専

有部分」という。）をＢに賃貸している場合におけるＡの賃料債権の先取特権に関

する次の記述のうち、民法の規定によれば、誤っているものはどれか。

１ Ａの賃料についての先取特権は、Ｂが本件専有部分に備え付けた動産について存在

する。

２ Ｂが本件専有部分をＡの承諾を得てＣに転貸した場合に、Ａの賃料についての先取

特権は、Ｃの動産にも及ぶ。

３ Ａの賃料についての先取特権は、Ｂが本件専有部分に備え付けた動産をＤに売却し

て引き渡した後は、その動産について行使することができない。

４ Ａの賃料についての先取特権は、Ｂが本件専有部分に備え付けた動産をＥに売却し

た場合に、ＢがＥから受けるべき金銭に対して行使することはできない。

２



【問 ５】 あるマンションの専有部分である３０１号室をＡ、Ｂ、Ｃの３人が共有し、

３０２号室をＤが占有している場合に関する次の記述のうち、民法及び建物の区分所

有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号。以下「区分所有法」という。）の規定に

よれば、正しいもののみの組合せはどれか。

ア ３０１号室の管理に関する事項は、Ａ、Ｂ、Ｃの頭数及び各持分の価格の各過半数

をもって決する。

イ Ａ、Ｂ、Ｃは、一定期間内は分割をしない旨の契約がない限りは、いつでも３０１

号室の分割を請求することができる。

ウ ３０２号室について、Ｄは、所有の意思をもって、善意で、平穏に、かつ、公然と

占有をなしているものと推定される。

エ Ｄは、３０２号室については時効によって取得することができるが、共用部分の持

分については、それと共に時効により取得することはできない。

１ アとイ

２ アとウ

３ イとウ

４ イとエ

【問 ６】 Ａは、Ｂが区分所有している専有部分（以下本問において「本件専有部分」

という。）を賃借していたが、Ｂに無断で本件専有部分をＣに転貸した。この場合

に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。

１ ＡＣ間の転貸借契約は、Ｂの承諾がない場合でも有効であり、Ａは、Ｃに対して、

賃料の支払いを請求することができる。

２ ＡＣ間の転貸借契約についてＢの承諾が得られない場合には、Ｃは、Ａに対して、

ＡＣ間の契約を解除することができる。

３ Ａが本件専有部分を、ＡＣ間の転貸借契約に基づきＣに使用させたときは、Ｂは、

ＡＢ間の賃貸借契約を解除することができる。

４ Ｂは、Ａとの賃貸借契約を解除しない限り、Ｃに対して、所有権に基づいて本件専

有部分の明渡しを請求することはできない。

３



【問 ７】 宅地建物取引業者（宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第２条第

３号に規定する者をいう。以下同じ。）から、その行う業務の用に供する目的でマ

ンションに関する情報の提供を要求された場合のマンション管理業者（マンション

管理適正化法第２条第８号に規定する者をいう。以下同じ。）の対応に関する次の

記述のうち、マンション標準管理委託契約書（平成１５年４月９日国総動第１号～第

４号。国土交通省総合政策局長通達。以下同じ。）の定めによれば、最も適切なも

のはどれか。

１ マンション（専有部分を含む。）の修繕の実施状況については、書面をもって開示

するものとする。

２ 管理規約の写しを提供するときは、当該書面に管理業務主任者をして記名押印させ、

提供しなければならない。

３ 管理規約が電磁的記録により作成されている場合には、記録された情報内容を画面

に表示して開示するものとする。

４ 管理組合の修繕積立金積立総額については、書面をもって開示するものとする。

【問 ８】 管理事務に要する費用の負担及び支払方法に関する次のアからエまでの記

述のうち、マンション標準管理委託契約書の定めによれば、適切なものはいくつあ

るか。

ア 管理事務を行う上で必要な管理員室、管理用倉庫、清掃員控室、器具、備品等は、

管理組合がマンション管理業者に無償で使用させるものとする。

イ 定額委託業務費以外の業務費については、管理組合は、各業務終了後に、管理組

合及びマンション管理業者が別に定める方法により精算の上、マンション管理業者

が指定する口座に振り込む方法により支払う。

ウ 定額委託業務費とは、委託業務費のうち、その負担方法が定額でかつ精算を要し

ない費用をいう。

エ マンション管理業者が管理事務を実施するのに伴い必要となる水道光熱費等の諸

費用の負担については、管理組合及びマンション管理業者が協議して決定する。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ

４



【問 ９】 マンション管理業者が行わなければならない事務管理業務に関する次の記

述のうち、マンション標準管理委託契約書の定めによれば、最も不適切なものはど

れか。

１ 管理組合の管理規約等の定め若しくは総会決議、組合員名簿若しくは組合員異動届

又は専用使用契約書に基づき、毎月、組合員別管理費等負担額一覧表を管理組合に提

出するものとする。

２ 管理組合がマンションの維持又は修繕（大規模修繕を除く修繕又は保守点検等。）

を第三者に外注する場合の企画又は実施の調整を行うものとする。

３ 管理組合の組合員等異動届に基づき、組合員及び賃借人等の氏名、連絡先（緊急連

絡先を含む。）を記載した名簿を整備するものとする。

４ 管理対象部分に係る各種の点検、検査等の結果を管理組合に報告すると共に、改善

等の必要がある事項については、文書をもって、具体的な方策を管理組合に助言する

ものとする。

【問 １０】 マンションの管理費の滞納に関する次の記述のうち、民法及び区分所有法

の規定によれば、正しいものはどれか。

１ 管理規約に管理費についての遅延損害金の定めがない場合には、管理組合は管理費

の滞納者に対して、滞納額のみ請求することができ、遅延損害金の請求をすることは

できない。

２ 管理費の滞納者が、管理組合あてに滞納の事実を認め、滞納管理費の一部であるこ

とを明示して支払った場合、全額について消滅時効が中断する。

３ 管理費の滞納者が、滞納したまま死亡した場合、その相続人が相続放棄をしたとき

でも、管理組合は、管理費について請求することができる。

４ 管理費の滞納者が、マンションの区分所有権を売却した場合、その買主が、買い受

け当時、前区分所有者の滞納の事実及びその額について知らず、かつ過失もないとき

は、管理組合に対して、その支払義務を負わない。

５



【問 １１】 管理費の滞納に対する対策及び法的手続について管理業務主任者（マンシ

ョン管理適正化法第２条第９号に規定する者をいう。以下同じ。）が管理者等に対

して説明した次のアからオの記述のうち、正しいもののみの組合せはどれか。

ア 滞納者が、そのマンションを売却し、区分所有者でなくなれば、その者には滞納

管理費を請求することはできなくなります。

イ 滞納額が、１４０万円以下であれば、少額訴訟制度（民事訴訟法（平成８年法律第

１０９号）の「少額訴訟に関する特則」）を利用することができます。

ウ 管理費の滞納者が行方不明になったとしても、その者に対して訴えを提起するこ

とはできます。

エ 滞納者に対して内容証明郵便による督促をしたとしても、その後６箇月以内に訴

えの提起等の所定の法的手続をとらないと時効中断の効力は生じません。

オ 滞納者が破産手続開始の決定を受けたときは、その日の翌日以降の管理費の支払

義務を負わなくなります。

１ ア、ウ

２ イ、オ

３ ウ、エ

４ エ、オ

【問 １２】 マンション標準管理規約及びマンション標準管理規約コメント（単棟型）

（平成１６年１月２３日国総動第２３２号・国住マ第３７号。国土交通省総合政策局長・同住

宅局長通知。以下「マンション標準管理規約」という。）によれば、管理組合の会

計と承認に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１ 収支決算の結果、管理費等に不足が生じた場合には、管理組合は各区分所有者に対

して、共用部分の共有持分に応じて、その都度必要な金額の負担を求めることができ

るが、それには理事会の決議を経なければならない。

２ 収支予算を変更しようとするときは、理事長は、その案を臨時総会に提出し、その

承認を得なければならない。

３ 管理組合は、特別の管理に要する経費に充当するため、必要な範囲内において、借

り入れをすることができるが、それには総会の決議を経なければならない。

４ 修繕積立金の保管及び運用方法を決めるには、総会の決議を経なければならない。

６



【問 １３】 管理組合会計の処理方法の一つである企業会計原則に関する次の記述のう

ち、最も不適切なものはどれか。

１ 企業会計原則の一般原則である正規の簿記の原則は、整然、明瞭な会計帳簿を作成

することを要求しており、必ずしも複式簿記によることを要求してないが、管理組合

の会計においては、複式簿記による会計帳簿を作成することが望ましく、また、適し

ている。

２ 企業会計原則の一般原則である明瞭性の原則は、財務諸表が明瞭に表示されており、

利害関係者に財務諸表に関する判断を誤らせないよう要求したものである。

３ 企業会計原則の一般原則である単一性の原則は、財務諸表の形式は各種利害関係者

への報告目的によって異なることを容認しているが、一つの正確な会計帳簿から作成

されたものでなければならず、いわゆる二重帳簿を禁止しているものである。

４ 企業会計原則の一般原則である継続性の原則は、財務諸表の複数年度にわたる期間

比較を可能とさせるため、会計処理の原則や手続を厳格に継続して適用することを要

求しており、いかなる場合でも変更を認めていない。

７



【問 １４】 管理組合の活動における以下の取引に関し、平成１９年３月分の仕訳として

正しいものは次のうちどれか。ただし、この管理組合の会計年度は、４月１日から

翌年３月３１日までとし、期中の取引において、企業会計原則に基づき厳格な発生主

義によって経理しているものとする。

（取 引）

平成１９年４月１日以降、管理組合以外の第三者に、駐車場の一部である３台分を１台

当たり月額３０,０００円、敷金１箇月分にて貸し付けることとし、平成１９年３月３１日に４月

分として３台分の使用料９０,０００円と敷金９０,０００円を現金で受け取った。

（単位：円）

１ （借 方） （貸 方）

現金 １８０,０００ 駐車場使用料収入 １８０,０００

２ （借 方） （貸 方）

現金 １８０,０００ 駐車場使用料収入 ９０,０００

預り金 ９０,０００

３ （借 方） （貸 方）

現金 １８０,０００ 前受金 ９０,０００

預り金 ９０,０００

４ （借 方） （貸 方）

現金 １８０,０００ 前受金 １８０,０００

８



【問 １５】 管理組合の活動における以下の取引に関し、平成１９年３月分の仕訳として

正しいものは次のうちどれか。ただし、この管理組合の会計年度は、４月１日から

翌年３月３１日までとし、期中の取引において、企業会計原則に基づき厳格な発生主

義によって経理しているものとする。

（取 引）

平成１９年３月分を含む以下の内容の管理委託費、水道光熱費、修繕費、損害保険料の

請求書が管理組合宛に平成１９年４月２０日に到着したので、４月２７日に、普通預金から振

込みにより支払った。

（請求書の内容と金額）

１．管理委託費 １,２００,０００円 ……… 平成１９年５月分

２．水道光熱費 １１３,０００円

（内訳）

電気料 ９５,０００円 ……… 平成１９年３月分

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�

水道料 １２,０００円 ……… 平成１９年３月分

ガス代 ６,０００円 ……… 平成１９年３月分

３．修繕費 ８５,０００円 ……… 平成１９年３月共用部分の修繕分

平成１９年５月１日から平成２０年
４月３０日の間の火災保険料４．損害保険料 ９８０,０００円 ………��

合 計 ２,３７８,０００円

（単位：円）
１ （借 方） （貸 方）
管理委託費 １,２００,０００ 未払金 ２,３７８,０００
水道光熱費 １１３,０００
修繕費 ８５,０００
損害保険料 ９８０,０００

２ （借 方） （貸 方）
前払委託管理費 １,２００,０００ 普通預金 ２,３７８,０００
水道光熱費 １１３,０００
修繕費 ８５,０００
前払保険料 ９８０,０００

３ （借 方） （貸 方）
水道光熱費 １１３,０００ 未払金 １９８,０００
修繕費 ８５,０００

４ （借 方） （貸 方）
水道光熱費 １１３,０００ 普通預金 １９８,０００
修繕費 ８５,０００

９



【問 １６】 管理組合の税務に関する次の記述のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８

号）の規定によれば、誤っているものはどれか。

１ 管理組合が支払う管理報酬、修繕費、備品の購入代、エレベーターの管理保守料は、

消費税の課税対象となる。

２ 消費税法上、管理組合の基準期間における課税売上高が、１,０５０万円の場合であっ

ても、当該期間に臨時収入である備品の譲渡による課税売上高が８０万円あったときは、

それを差し引くと１,０００万円を下回るので、消費税の納税義務は生じない。

３ 消費税の納税義務者は事業者とされ、また、法人格のない社団は消費税法上、法人

とみなされ、非法人管理組合及び管理組合法人は、事業者として消費税の納税義務者

となる。

４ 管理組合の支出のうち、管理組合が雇用している従業員の人件費は不課税取引であ

るので、消費税の課税対象とはならない。

【問 １７】 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条の用語の定義に関する次の記

述のうち、誤っているものはどれか。

１ 耐火性能とは、通常の火災が終了するまでの間当該火災による建築物の倒壊及び延

焼を防止するために当該建築物の部分に必要とされる性能をいう。

２ 準耐火性能とは、通常の火災による延焼を抑制するために当該建築物の部分に必要

とされる性能をいう。

３ 防火性能とは、当該建築物で発生した通常の火災が、周囲建築物に延焼することを

抑制するために当該建築物の内壁又は天井に必要とされる性能をいう。

４ 遮炎性能とは、通常の火災時における火炎を有効に遮るために防火設備に必要とさ

れる性能をいう。
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【問 １８】 建築基準法における容積率算定において、延べ面積にすべてを算入しなけ

ればならないものは、次のうちどれか。

１ 建築基準法施行令第２条第１項第８号により、階数に算入しない昇降機塔の屋上部

分の床面積

２ 自動車車庫の用途に供する部分の床面積

３ 地階でその天井が地盤面からの高さ１�以下にあるものの住宅の用途に供する部分
の床面積

４ 共同住宅の共用の廊下と階段の用に供する部分の床面積

【問 １９】 昇降機についての定期検査をすることができる者が有しなければならない

資格として、建築基準法第１２条第３項の定める内容に適合しないものは、次のうち

どれか。

１ 一級建築士

２ 二級建築士

３ 国土交通大臣が定める要件を満たし、かつ、国土交通大臣の登録を受けた建築設備

検査資格者講習の修了者に該当する者

４ 国土交通大臣が定める要件を満たし、かつ、建築基準適合判定資格者に該当する者
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【問 ２０】 昇降機に関する次の記述のうち、建築基準法の規定によれば、正しいもの

はどれか。

１ 乗用エレベーターのかごの積載荷重の最小値は、単位床面積当たりでは、床面積が

小さいものほど大きくしなければならない。

２ 乗用エレベーターの最大定員の算定においては、１人当たりの体重を６０�として計
算しなければならない。

３ エレベーターの出入口の床先とかごの床先の水平距離は、６�以下としなければな
らない。

４ 光ファイバー又は光ファイバーケーブル（電気導体を組み込んだものを除く。）は、

昇降機に必要な配管設備でなくても昇降路内に設けることができる場合がある。

【問 ２１】 共同住宅の非常用の照明装置に関する次の記述のうち、建築基準法の規定

によれば、誤っているものはどれか。

１ 住戸内には非常用の照明装置を設けない設計とすることができる。

２ 非常用の照明装置が必要な部分は、蛍光灯の間接照明とし、床面から１�の高さに
おいて２ルクス以上の照度を確保しなければならない。

３ 予備電源は、常用の電源が断たれた場合に自動的に切り替えられて接続され、かつ、

常用の電源が復旧した場合に自動的に切り替えられて復帰するものとしなければなら

ない。

４ 非常用の照明装置の水平面の照度測定は、十分に補正された低照度測定用照度計を

用いた物理測定方法によって行わなければならない。
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【問 ２２】 共同住宅に設置する共同住宅用スプリンクラー設備に関する次の記述のう

ち、最も不適切なものはどれか。

１ スプリンクラーの制御弁は、パイプシャフト、パイプダクトその他これらに類する

ものの中に設ける。

２ スプリンクラーヘッドは、自治省令に規定する小区画型ヘッドのうち、感度種別が

一種であるものに限る。

３ ４個のスプリンクラーヘッドを同時に使用した場合の放水量は、それぞれの先端に

おいて、５０�／�以上である。
４ スプリンクラーの水源の水量は、２�以上でなければならない。

【問 ２３】 給排水衛生設備に関する次の事項のうち、建築基準法、同法施行令、同法

施行規則及び関係告示において数値が明示されているものはどれか。

１ 飲料水の配管設備において、水の逆流防止のために必要な水槽、流しなどのあふれ

縁と水栓の垂直距離

２ 給水タンクに設置する通気管の有効断面積

３ 給水タンクに設置する場合の点検用マンホールに内接する円の直径
こうばい

４ 屋外排水管の勾配と管径の関係
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【問 ２４】 火を使用する室に設けなければならない換気設備等に関する次の記述のう

ち、建築基準法の規定によれば、誤っているものはどれか。

１ 火を使用する設備又は器具の近くに排気フードを有する排気筒を設ける場合におい

ては、排気フードは、不燃材料で造らなければならない。

２ 換気上有効な排気のための換気扇を設けた場合には、給気口の設置高さに対する数

値上の制限はない。

３ 煙突、排気フードなどを設けず、排気口又は排気筒に換気扇等を設けた場合に必要

となる有効換気量は、（燃料の単位燃焼量当たりの理論廃ガス量）×（火を使用する

設備又は器具の実況に応じた燃料消費量）の４０倍以上である。

４ 火を使用する設備又は器具の通常の使用状態において、当該室内の酸素の含有率を

おおむね１５％以上に保つ換気ができるものとして、国土交通大臣の認定を受けたもの

は、有効換気量についての規制は受けない。

【問 ２５】 駐車場設備に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１ 平面自走式は、敷地を平面的に利用する方式であり、１台（普通自動車）当たりの

利用面積は、２．０�×５．０�である。
２ 立体自走式は、駐車区画まで車が自走して出入りする２階建て以上の立体構造の駐

車場であり、建築基準法の建築物に該当する。

３ 二段式・多段式は、駐車区画が上下二段以上の立体構造を有する機械式駐車場であ

り、屋根の有無を問わず建築基準法の建築物に該当する。

４ すべての機械式駐車装置において、建築基準法により保守点検の基準が定められて

いる。
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【問 ２６】 コンクリートの中性化に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれ

か。

１ 打ち放しコンクリートの場合、中性化は屋外側よりも屋内側の方が進行しやすい。

２ 豆板（ジャンカ）があるとその周囲で中性化が進行しやすい。

３ 中性化してもコンクリート自体の強度は低下しない。

４ 中性化は空気中の酸素の作用により進行する。

【問 ２７】 建物の躯体コンクリートに亀裂を発生させる要因として、最も不適切なも

のはどれか。

１ 建物の不同沈下

２ コンクリートの乾燥収縮

３ 温度変化によるコンクリートの膨張・収縮

４ 紫外線によるコンクリートの化学変化
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【問 ２８】 既存マンションの地震対策として、最も不適切なものはどれか。

１ 屋上の高置水槽に転倒等の防止のための補強をする。

２ １階ピロティ部分の開口部に鉄骨のブレースを設置する。
ふさ

３ １階ピロティ部分の開口部を軽量ブロックで塞ぐ。

４ １階ピロティ部分の柱に炭素繊維シートを巻く。

【問 ２９】 あるマンションの管理規約に関する次の記述のうち、最も適切なものはど

れか。

１ 専有部分を売却する場合には、予め管理組合に届け出て、買主となる者の資格審査

を受け、その承認を得なければならない旨の定めは有効である。

２ 理事会の決議により、区分所有法第６条第１項に定める共同の利益に反する行為を

した区分所有者に対し、専有部分の使用禁止の訴訟を提起することができる旨の定め

は有効である。

３ 消防用設備等の点検のため、専有部分内に強制的に立入ることができる旨の定めは

有効である。

４ 管理費滞納者に対し、遅延損害金のほか、違約金としての弁護士費用、督促及び徴

収の諸費用を加算して請求することができる旨の定めは有効である。
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【問 ３０】 総会の出席に関する次の記述のうち、マンション標準管理規約によれば、

最も不適切なものはどれか。

１ 占有者は、自分が賃借している住戸の区分所有者からの委任状があれば、代理人と

して総会に出席することができる。

２ 組合員でないマンション管理士は、理事会が必要と認めた場合は、総会に出席する

ことができる。

３ マンション管理業者の従業者は、自己の属する管理業者が管理組合の総会運営の補

助業務を受託していても、総会に出席できるとは限らない。

４ 組合員は、自分の行為の規約違反を理由として総会の議題に取り上げられる場合、

その総会に出席できるとは限らない。

【問 ３１】 次のマンションの理事会の行為のうち、最も不適切なものはどれか。

１ 組合員の氏名、部屋番号、電話番号、勤務先を記載した名簿を各組合員の同意なし

に全組合員に配布すること。

２ ペット、騒音に関する苦情調査のため、部屋番号と氏名欄を設けたアンケート用紙

を全居住者に配布すること。

３ エレベーター内で発生した事件について、警察の求めに応じて監視カメラの影像記

録を提出すること。

４ 水漏れ事故の原因調査のため、被害者宅のほか水漏れの原因箇所と思われる住戸へ

の立入りを請求すること。
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【問 ３２】 管理費又は修繕積立金に関する次の記述のうち、マンション標準管理規約

の定めによれば、最も不適切なものはどれか。

１ 弁護士、一級建築士等の専門家に相談する場合の費用は、管理費から支出する。

２ マンションの建替えに係る合意形成に必要となる事項の調査に要する費用は、管理

費から支出する。

３ 長期修繕計画の作成又は変更に要する費用は、管理費又は修繕積立金から支出する。

４ エントランスの共用自動ドアが故障した際の補修費は、管理費から支出する。

【問 ３３】 次に掲げる管理規約の改正内容と、改正に際し、その承諾を得なければな

らない特別の影響を受ける区分所有者の組合せのうち、最も適切なものはどれか。

管理規約の改正内容 特別の影響を受ける区分所有者

管理費の負担割合は専有部分の床面積による

との定めを、区分所有者間で同一である旨の

定めに改正

専有部分の床面積の小さい区分

所有者

他人に迷惑となる動物の飼育を禁止するとの

定めを、犬猫等の動物の飼育を禁止するとの

定めに改正

小型犬を飼育している独居高齢

の区分所有者

夜間のピアノ演奏は午後８時までとするとの

定めを新設

音楽大学の受験生を子に持つ区

分所有者

１階が店舗、２階以上が住宅の複合用途マン

ションで、１階店舗の外装工事を行う場合の

合理的な制限を新設

１階店舗をコンビニエンススト

アに賃貸している区分所有者
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【問 ３４】 総会の議長が行った次の行為のうち、マンション標準管理規約によれば、

最も不適切なものはどれか。

１ 組合員の配偶者であると称したが、委任状の提出がない者に対し、会場からの退場

を促した。

２ 自分の賛成票を数えて可否同数になったので、議長としての決裁権を行使して可決

とした。

３ １つの議案の審議が合理的限度を超えて長時間に及んだので、質疑討論を打ち切り、

採決した。

４ 理事長が、議長を選任する手続をすることなく、自ら議長を務めた。

【問 ３５】 敷地又は敷地利用権に関する次のアからエまでの記述のうち、区分所有法

の規定によれば、正しいものはいくつあるか。

ア 敷地利用権とは、専有部分を所有するための建物の敷地に関する権利をいう。

イ 規約敷地は、法定敷地と隣接していなくてもよい。

ウ 敷地利用権は、数人で有する所有権（共有）でなくてもよい。

エ 専有部分とその専有部分に係る敷地利用権とを分離して処分することができる旨

の規約の定めは、無効である。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ
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【問 ３６】 管理組合法人に関する次の記述のうち、区分所有法の規定によれば、正し

いものはどれか。

１ 法人となることができる管理組合は、１棟の区分所有者全員で構成する管理組合に

限られる。

２ 法人になるに当たって、法人としての規約を定めなければならない。

３ 法人の業務執行及び代表機関として理事を置かなければならないが、これとは別に、

管理者を置くことができる。

４ 共用部分に関する損害保険契約に基づく損害保険金の請求及び受領は、法人自身が

行う。

【問 ３７】 地震によりマンションが滅失した場合における次の記述のうち、区分所有

法及び被災区分所有建物の再建等に関する特別措置法（平成７年法律第４３号）の規

定によれば、誤っているものはどれか。

１ マンションが全部滅失した場合には、再建の決議をすることができるが、建替え決

議をすることはできない。

２ 滅失した部分の価格が建物価格の２分の１を超える場合において、滅失の日から６

月を経過したときは、滅失した共用部分の復旧決議も建替え決議もできないことがあ

る。

３ 滅失した部分の価格が建物の価格の２分の１以下である場合には、滅失した共用部

分の復旧決議をすることはできるが、建替え決議をすることはできない。

４ 滅失した部分の価格が建物価格の２分の１を超える場合には、滅失した共用部分の

復旧決議をすることも、建替え決議をすることもできる。
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【問 ３８】 団地内建物の建替え決議に関する次の記述のうち、区分所有法の規定によ

れば、誤っているものはどれか。

１ 団地内建物の建替え決議については、一括建替え決議をする場合も団地内の特定の

建物のみを建て替える場合でも、すべての建物が区分所有建物でなければならない。

２ 団地内建物の敷地がその団地内建物の区分所有者全員の共有になっている場合でな

ければ、一括建替え決議はできない。

３ 規約の定めにより、団地内の区分所有建物の管理は、棟別の管理組合で行うことに

なっている場合には、その規約を改正しなければ一括建替え決議はできない。

４ 団地内の特定の建物のみで建替え決議をする場合でも、団地総会での建替え承認決

議が別途必要である。

【問 ３９】 次の文章は、専有部分を賃借している暴力団組長に対して、管理組合がそ

の明渡しを請求した事件に関する最高裁判所の判決文の一部であるが、文中の

（ ア ）から（ エ ）の中に入る用語の組合せとして、最も適切なものはどれ

か。

「区分所有者の全員又は（ ア ）が建物の区分所有等に関する法律６０条１項に基づ

き、占有者が占有する専有部分の使用又は収益を目的とする契約の（ イ ）及びその

専有部分の（ ウ ）を請求する訴えを提起する前提として、集会の決議をするには、

同条２項によって準用される同法５８条３項によりあらかじめ当該占有者に対して

（ エ ）を与えれば足り、当該占有者に対し右契約に基づき右専有部分の使用、収益

をさせている区分所有者に対して（ エ ）を与えることを要しないというべきであ

る。」

（ ア ） （ イ ） （ ウ ） （ エ ）

管理組合 取消し 引渡し 義務違反行為の停止の機会

管理組合法人 解除 引渡し 弁明する機会

管理者 解除 競売 弁明する機会

管理組合法人 取消し 競売 不当利得返還の機会
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【問 ４０】 宅地建物取引業者が、マンションの販売を行う場合における宅地建物取引

業法第３５条の規定に基づく重要事項の説明に関する次の記述のうち、同条の規定に

違反しないものはどれか。

１ 当該マンションの買主が宅地建物取引業者であったため、重要事項の説明を宅地建

物取引主任者でない従業員に行わせた。

２ 当該マンションの買主の承諾が得られたため、重要事項説明書の交付を行わなかっ

た。

３ 当該マンションの引渡しの時期については定まっていなかったため、説明しなかっ

た。

４ 当該マンションの共用部分に関する規約が案の状態であったため、その案について

の説明を行わなかった。

【問 ４１】 新築分譲マンションのアフターサービスに関する次の記述のうち、適切な

もののみの組合せはどれか。

ア アフターサービスは、天災地変等の不可抗力による損壊、購入者の使用ミスによ

るものについても、その対象とすることが多い。

イ アフターサービスの対象範囲は、マンションの専有部分に限られず、共用部分も

対象とすることが多い。

ウ アフターサービスは、隠れた欠陥についてのみ、その対象とすることが多い。

エ アフターサービスを行う期間の起算日は、対象となる部位や欠陥の種類に関わら

ず、マンションを買主に引き渡した日とすることが多い。

オ アフターサービスの対象部位は、マンションの基本構造部分に限られず、専有部

分内にある設備も含むことが多い。

カ アフターサービスの内容について、宅地建物取引業者が遵守しなかった場合は、

宅地建物取引業法に違反することとなる。

１ イ、オ

２ ウ、オ

３ ア、オ、カ

４ イ、エ、カ

２２



【問 ４２】 宅地建物取引業者が、中古マンションを宅地建物取引業者でない者に売却

した場合における、売主の瑕疵担保責任に関する次の記述のうち、民法及び宅地建

物取引業法の規定によれば、正しいものはどれか。

１ 「買主は、損害賠償の請求はできず、瑕疵の修補の請求をしなければならない」旨

の特約は有効である。

２ 「売主は、当該マンションを買主に対し引渡した日から１年間のみ瑕疵担保責任を

負う」旨の特約をした場合、売主は買主に対し、買主が目的物の瑕疵を知った時から

１年間責任を負うことになる。

３ 「売主は、瑕疵について故意又は過失がある場合についてのみ、物件の引渡しの日

から１０年間、瑕疵担保責任を負う」旨の特約は有効である。

４ 売主と買主の間において、瑕疵担保責任について何らの取り決めをしなかった場合

は、売主である宅地建物取引業者は、物件の引渡しの日から２年間、瑕疵担保責任を

負うことになる。

【問 ４３】 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号。以下本問に

おいて「品確法」という。）に関する次の文中の（ ア ）から（ エ ）の中に

入る用語の組合せとして、最も適切なものはどれか。

品確法において、「新築住宅」とは、新たに建設された住宅で、まだ人の居住の用に

供したことのないもの（建設工事の完了の日から起算して（ ア ）を経過したものを

除く。）をいうとされており、その住宅の売主は、構造耐力上主要な部分又は雨水の浸

入を防止する部分として政令で定めるものについて（ イ ）の時から（ ウ ）間瑕

疵担保責任を負わなければならないものとされている。この場合、損害賠償や契約の解

除のほかに瑕疵修補の請求もできることになっている。また、特約により、上記の政令

で定める瑕疵その他の住宅の隠れた瑕疵について、その担保責任の期間を（ エ ）ま

で伸長することができる。

（ ア ） （ イ ） （ ウ ） （ エ ）

１年 引渡し １０年 ２０年

２年 契約締結 ５年 １０年

２年 契約締結 １０年 ２０年

１年 引渡し ５年 １０年

１

２

３

４

２３



【問 ４４】 マンションの建替えの円滑化等に関する法律（平成１４年法律第７８号）に関

する次の記述のうち、正しいものはどれか。

１ マンション建替組合の定款には、事業に要する経費の分担に関する事項を定めなけ

ればならない。

２ 区分所有法の規定に基づき、建替え決議の内容により、マンションの建替えを行う

旨の合意をしたものとみなされた者は、５人以上共同して定款及び事業計画を定め、

マンション建替組合を設立することができるが、国土交通大臣の認可を受けなければ

ならない。

３ マンション建替組合が、権利変換計画を定める場合は、組合員の４分の３以上の賛

成による総会の決議が必要である。

４ マンション建替事業を施行することができるのは、マンション建替組合のみであり、

区分所有者が組合を設立しないで個人施行者として行うことはできない。

【問 ４５】 区分所有者Ａが貸主として、借主Ｂと床面積８０�のマンションの１室につ
いて居住の用に供するための定期建物賃貸借契約を締結した場合に関する次の記述

のうち、借地借家法（平成３年法律第９０号）の規定によれば、正しいものはどれか。

１ 賃貸借の契約期間を１０箇月と定めた場合は、１年の契約期間とみなされる。

２ 賃貸借の契約期間を１年と定めた場合、Ａは期間満了の１年前から６月前までの間

に、契約が終了する旨をＢに通知しなかったときは、通知の時から６月を経過するま

で、契約が終了したことをＢに対抗することができない。

３ 賃貸借契約期間の途中でもＢは解約できる旨の定めをしなかった場合、Ｂはどのよ

うなやむを得ない事情があってもＡに対し、中途解約を申し入れることはできない。

４ 契約期間満了にあたり、Ｂが再契約をＡに申し入れた場合、Ａは正当な事由がない

限り、これを拒否することはできない。

２４



【問 ４６】 次の記述のうち、マンションの管理の適正化に関する指針（平成１３年国土

交通省告示第１２８８号）の「マンションの管理の適正化の基本的方向」に定められて

いるものはどれか。

１ マンションの管理の主体は、マンションの区分所有者等で構成される管理組合から

管理事務の委託を受けたマンション管理業者であり、マンション管理業者は、マンシ

ョンの区分所有者等の意見が十分に反映されるよう、また、長期的な見通しをもって、

適正な運営を行うことが重要である。

２ 管理組合を構成するマンションの区分所有者等は、管理組合の一員としての役割を

十分認識して、管理組合の運営に関心を持ち、積極的に参加する等、その役割を適切

に果たすよう努める必要がある。

３ マンションの管理は、専門的な知識を必要とすることが多いため、マンション管理

業者は、問題に応じ、マンション管理業者の団体の支援を得ながら、主体性をもって

適切な対応をするよう心がけることが重要である。

４ マンションの管理の適正化を推進するため、マンション管理士は、その役割に応じ、

必要な情報提供等を行うよう、支援体制を整備・強化することが必要である。

【問 ４７】 管理業務主任者に関する次のアからエまでの記述のうち、マンション管理

適正化法の規定によれば、正しいものはいくつあるか。

ア 管理業務主任者とは、マンション管理適正化法第５９条に規定する国土交通大臣の

登録を受けた者をいう。

イ 管理業務主任者登録簿に、氏名、生年月日その他必要な事項を登載された者は、

登録の更新申請を行わなければ、登録日以後５年をもってその登録の効力を失う。

ウ 管理業務主任者は、その事務を行うに際し、マンションの区分所有者等その他の

関係者から請求があったときは、管理業務主任者証を提示しなければならない。

エ 管理業務主任者が、他人に自己の名義の使用を許し、当該他人がその名義を使用

して管理業務主任者である旨の表示をしたときであって情状が特に重いときは、国

土交通大臣は、当該管理業務主任者に対し、必要な指示をしなければならない。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ

２５



【問 ４８】 マンション管理業者に課せられている義務に関する次の記述のうち、マン

ション管理適正化法の規定によれば、誤っているものはどれか。

１ マンション管理業者は、その事務所ごとに、公衆の見やすい場所に、「登録番号」

「登録年月日」「商号、名称又は氏名」「代表者氏名」「この事務所に置かれている専任の

管理業務主任者の氏名」「主たる事務所の所在地（電話番号を含む。）」が記載された標

識を掲げなければならない。

２ マンション管理業者は、管理組合から委託を受けた管理事務のうち基幹事務につい

ては、一切他人に委託してはならない。

３ マンション管理業者は、管理受託契約を締結したつど、その事務所ごとに、その業

務に関して必要事項を記載した帳簿を備えなければならない。

４ マンション管理業者は、当該マンション管理業者の業務状況調書、貸借対照表及び

損益計算書又はこれらに代わる書面をその事務所ごとに備え置き、当該事務所の営業

時間中、その業務に係る関係者の求めに応じ、これを閲覧させなければならない。

２６



【問 ４９】 マンション管理業者が、管理組合と管理受託契約を締結しようとするとき

又は締結後に行う事務に関する次のアからエまでの記述のうち、マンション管理適

正化法の規定によれば、正しいものはいくつあるか。

ア マンション管理業者は、従前の管理受託契約と同一の条件で管理組合との管理受

託契約を更新しようとするときは、重要事項に関する説明会を開催する必要はない

が、あらかじめ、当該管理組合の管理者等に対し、重要事項を記載した書面を交付

しなければならない。

イ マンション管理業者は、重要事項を記載した書面を作成するときは、管理業務主

任者をして、当該書面に記名押印させなければならない。

ウ マンション管理業者は、管理組合との管理受託契約を締結したときは、自らが当

該管理組合の管理者等である場合又は当該管理組合に管理者等が置かれていない場

合は、当該管理組合を構成するマンションの区分所有者等全員に対し、遅滞なく、

マンション管理適正化法第７３条に定める事項を記載した書面を交付しなければなら

ない。

エ マンション管理業者は、マンション管理適正化法第７３条に定める事項を記載した

書面を作成するときは、管理業務主任者をして、当該書面に記名押印させなければ

ならない。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ

２７



【問 ５０】 平成１８年１２月１９日に施行された「マンション管理業者の違反行為に対する

監督処分の基準」（国総動第８９号～第９１号。国土交通省総合政策局長通知。以下本問

において「処分基準」という。）に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれ

か。

１ 処分基準は、マンション管理業者による違反行為について、マンション管理適正化

法に定める監督処分のうち、同法第８２条及び同法第８３条の規定による業務停止処分又

は登録取消処分をする場合の基準を定めたものである。

２ 処分基準によれば、業務停止処分を受けたマンション管理業者は、業務停止期間中

において、業務停止の開始日前に締結された管理受託契約に基づく管理事務を執行す

る行為を除き、マンション管理業に関する行為はできない。

３ 処分基準によれば、業務停止処分を受けたマンション管理業者において最も長期と

なる業務停止期間は２年である。

４ 処分基準によれば、マンション管理業者が、業務停止期間中において禁止される行

為をした場合には、業務停止期間が６０日延長される。

２８


